
パートタイム労働と税制との関係

１．所得税・住民税の課税について

○ 年収１００万円以上で住民税（所得割）、年収１０３万円以上で所得税が課税される。
○ 配偶者控除・配偶者特別控除による「手取りの逆転現象」（パートタイム労働者の収入が一定額を

超えるとかえって世帯全体の手取り収入が減少する現象）は、税制上解消されている。

無課 税課 税１４１万円以上

配偶者控除 無

配偶者特別控除 有
課 税課 税

１０３万円を超え

１４１万円未満

配偶者控除 有課 税非課税
１００万円を超え

１０３万円以下

配偶者控除 有
（所得税３８万円、住民税３３万円）

非課税非課税１００万円以下

配偶者控除・配偶者特別控除住民税（所得割）所得税

パートタイム労働者の配偶者

（所得税・住民税の課税に当たって

控除が認められるかどうか）

パートタイム労働者本人

（本人が課税対象となるか）パートタイム

労働者の年収額

注１：住民税（均等割）の非課税の範囲は、市町村によって異なる。
注２：配偶者特別控除は、配偶者の合計所得が一定以下の場合のみ認められる。また、配偶者特別控除は、パートタイム

労働者本人の年収の増加に応じて控除額が減少する（所得税の場合、３８万円から３万円まで）。

非課税

非課税

非課税

課 税

課 税

課 税

課 税課 税

配偶者控除 有
（所得税３８万円、住民税３３万円）

配偶者控除 有

配偶者控除 無
配偶者特別控除 有

無

17



18


